
固定資産台帳を活用した公共施設等総合管理計画の策定（長崎県島原市／千葉県印西市）

事例概要

長崎県島原市の事例

効果等

千葉県印西市の事例

○ 公共施設等総合管理計画の策定において、固定資産台帳の
掲載項目である取得日・耐用年数・面積・取得金額・減価償却累
計額などの数値データを活用し、施設類型別や建築年別の延
床面積や老朽化比率を算出し、現状分析を実施。

○ また、保有する全ての施設の更新等に係る経費見込みの試算
の際にも、固定資産台帳から各施設の延床面積の情報を引用。

○ 持続可能で健全な維持管理を実現するためには、今後40年間
において更新等費用及び維持管理費用で350億円の削減が必
要と判明。計画策定における、公共施設等の管理に関する基本
的な考え方を定める際の参考とした。

○ 公共施設等総合管理計画の策定において、固定資産台帳のデータを元にして、老朽化比率等を算出しての現状分析や、公共施設
の将来の更新等費用の見通しの算出などを実施。

○ 公共施設等総合管理計画の策定において、公共施設の将来の更新等
費用の見通しについて、固定資産台帳のデータを元に、以下の条件設定
で費用を算出。
・ 更新サイクル：法定耐用年数経過時に更新するものと設定
・ 更新費用：固定資産台帳の評価額又は再調達価格に解体費用を加算
・ 大規模修繕サイクル：更新サイクルの半分の期間を設定
・ 大規模修繕費用：更新費用から解体費用分を控除した金額の半分

○ 公共施設の将来の更新等費用は1年当たり約20億円と算出されたが、
過去の実績等から算出した充当可能見込み財源（約13億円）内に収める
ためには、34％縮減する必要があることから、公共施設保有量（延床面
積）について、計画期間で34％縮減する数値目標を設定。

○ 固定資産台帳のデータをもとに算出した老朽化比率や将来の更新等費用の推計値など、客観的・定量的なデータを踏まえつつ、各
施設の維持管理方針の検討や施設保有量の縮減目標を設定することが可能となった。

島原市公共施設等総合管理計画（平成29年３月）より抜粋 印西市公共施設等総合管理計画（平成29年３月）より抜粋


